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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第19期

第３四半期連結
累計期間

第20期
第３四半期連結
累計期間

第19期
第３四半期連結
会計期間

第20期
第３四半期連結
会計期間

第19期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (千円) 2,756,1373,322,7781,116,3651,104,9524,397,085

経常利益又は経常損失(△) (千円) △5,531 158,662 30,738 33,012 134,615

四半期(当期)純利益又は　四
半期純損失(△)

(千円) △5,707 4,554 15,473△39,469 81,572

純資産額 (千円) ― ― 2,212,8392,288,2722,294,745

総資産額 (千円) ― ― 5,586,0875,497,4635,504,935

１株当たり純資産額 (円) ― ― 109,982.10113,731.22114,052.94

１株当たり四半期(当期)純利
益又は四半期純損失(△)

(円) △283.65 226.35 769.04△1,961.734,054.32

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利
益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 39.6 41.6 41.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △714,717△219,309 ― ― △125,503

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △17,339△43,053 ― ― △19,227

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 641,338△155,213 ― ― 363,471

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 556,188448,070865,647

従業員数 (名) ― ― 50 50 50

　(注)  １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 　　 　２  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第19期第３四半期連結累計期間及び第20期

　　　　　第３四半期連結会計期間は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載して

　　　　　おりません。 

            第20期第３四半期連結累計期間及び第19期第３四半期連結会計期間並びに第19期は、潜在株式が存在

　　　　　しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載しております。

　

３ 【関係会社の状況】

　

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年12月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

戸建分譲住宅事業 32

不動産仲介事業 12

全社（共通） 6

合計 50

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　全社(共通)は、管理課の従業員であります。　

　

(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 38

(注) 　従業員は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 戸数 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

戸建分譲住宅事業

建売住宅事業 24 565,175 ―

請負住宅事業 33 440,984 ―

不動産仲介事業 ― ― ―

合計 57 1,006,160 ―

(注) １　当第３四半期連結会計期間中に完成した物件の販売価格を以って生産高としております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
３　請負住宅事業における「戸数」に関して、少額のリフォーム工事等を含んでおりません。

　
(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

戸建分譲住宅事業

建売住宅事業 713,506 ― 380,570 ―

請負住宅事業 339,041 ― 326,464 ―

不動産仲介事業 ― ― ― ―

合計 1,052,547 ― 707,034 ―

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　建売住宅事業は契約を以って受注としております。

４　請負住宅事業における「戸数」に関して、少額のリフォーム工事等を含んでおりません。

EDINET提出書類

株式会社誠建設工業(E04049)

四半期報告書

 4/28



　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 戸数 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

戸建分譲住宅事業

建売住宅事業 25 650,197 ―

請負住宅事業 33 440,984 ―

不動産仲介事業 ― 13,770 ―

合計 58 1,104,952 ―

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　請負住宅事業における「戸数」に関して、少額のリフォーム工事等を含んでおりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱フェニックス建設 214,555 19.2 298,116 27.0

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　　建築請負契約

契約会社名 相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

当社 ㈱フェニックス建設 取引基本契約 戸建住宅の建築請負
平成15年７月締結
期間１年間自動更新
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

（流動資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は4,493百万円となり、前連結会計年度末に比べ31

百万円増加いたしました。これは、現金及び預金が407百万円減少いたしましたが、受取手形・完成工

事未収入金が171百万円、たな卸資産が268百万円それぞれ増加したことなどによります。

　また、前第３四半期連結会計期間末に比べ47百万円減少いたしました。これは、受取手形・完成工事

未収入金が96百万円増加いたしましたが、現金及び預金が97百万円、たな卸資産が11百万円それぞれ

減少したことなどによります。　　　　　　

　

　　　（固定資産）

当第３四半期連結会計期間末における固定資産は1,003百万円となり、前連結会計年度末に比べ39

百万円減少いたしました。これは、建物及び構築物が13百万円、投資有価証券が９百万円それぞれ減

少したことなどによります。　　　　　

　また、前第３四半期連結会計期間末に比べ41百万円減少いたしました。これは、建物及び構築物が18

百万円、投資有価証券が14百万円それぞれ減少したことなどによります。　

　

　　　（流動負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は2,379百万円となり、前連結会計年度末に比べ

197百万円減少いたしました。これは、支払手形・工事未払金が119百万円増加いたしましたが、短期

借入金が18百万円、１年内返済予定の長期借入金が215百万円、１年内償還予定の社債が65百万円、未

払法人税等が40百万円それぞれ減少したことなどによります。

　また、前第３四半期連結会計期間末に比べ150百万円増加いたしました。これは、１年内返済予定の

長期借入金が201百万円、１年内償還予定の社債が85百万円減少いたしましたが、支払手形・工事未

払金が151百万円、短期借入金が220百万円それぞれ増加したことなどによります。　　　　

　

　　　（固定負債） 

当第３四半期連結会計期間末における固定負債は829百万円となり、前連結会計年度末に比べ196

百万円増加いたしました。これは、社債が40百万円、長期借入金が155百万円それぞれ増加したことな

どによります。

　また、前第３四半期連結会計期間末に比べ314百万円減少いたしました。これは、社債が15百万円、長

期借入金が298百万円それぞれ減少したことなどによります。　　　

　

　　　（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は2,288百万円となり、前連結会計年度末に比べ

６百万円減少いたしました。これは、四半期純利益４百万円の計上、その他有価証券評価差額金の増

加額39百万円、配当金の支払額50百万円などによります。

　また、前第３四半期連結会計期間末に比べ75百万円増加いたしました。これは、利益剰余金が41百万

円増加、その他有価証券評価差額金の増加額33百万円などによります。
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（2）経営成績の分析

 （売上高）

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

売上高(千円) 構成比(％)

戸建分譲
住宅事業

建売住宅事業 650,197 58.8

請負住宅事業 440,984 39.9

不動産仲介事業 13,770 1.3

合計 1,104,952100.0

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、依然として厳しい雇用情勢や長引く円高、今後の政

策支援効果の減退などから企業収益の悪化懸念や株式市場の低迷懸念が払拭できない状況であり、国内

景気は引き続き先行き不透明な状況が続いております。

　当社グループが属する不動産業界におきましても、住宅エコポイントや住宅ローン減税、住宅取得資金

に係る贈与税の非課税枠の拡大などの政策支援の効果はあったものの、デフレや雇用情勢・所得環境の

悪化懸念などから、需要の本格的な回復には至りませんでした。

その結果、戸建分譲住宅事業の売上高は1,091百万円となり、不動産仲介事業の売上高は13百万円とな

りました。

　

 （売上総利益）

当第３四半期連結会計期間の売上総利益は160百万円（戸建分譲住宅事業が146百万円、不動産

仲介事業が13百万円）となり、前第３四半期連結会計期間と比較し５百万円（前年同期比3.6％）

の減益となりました。　 

　

 （営業利益）

当第３四半期連結会計期間の営業利益は45百万円となり、前第３四半期連結会計期間と比較し

０百万円（前年同期比1.4％）の増益となりました。

　

 （経常利益）

当第３四半期連結会計期間の経常利益は33百万円となり、前第３四半期連結会計期間と比し２

百万円（前年同期比7.4％）の増益となりました。

　

 （四半期純損失）

当第３四半期連結会計期間の四半期純損失は39百万円となり、前第３四半期連結会計期間と比

較し54百万円（前年同四半期は四半期純利益15百万円）の減益となりました。
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（3）キャッシュ・フローの分析

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の増加額126百

万円、投資有価証券評価損59百万円、前渡金の減少額22百万円、未成工事受入金の増加額20百万円等に

より資金を獲得しましたが、売上債権の増加額132百万円、たな卸資産の増加額36百万円等の結果、14百

万円の収入（前年同四半期は391百万円の支出）となりました。　　

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による

支出７百万円、投資有価証券の取得による支出８百万円等の結果、15百万円の支出（前年同四半期は34

百万円の支出）となりました。　

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入

80百万円、社債の発行による収入197百万円等により資金を獲得しましたが、長期借入金の返済による

支出130百万円、社債の償還による支出66百万円等の結果、79百万円の収入（前年同四半期は424百万円

の収入）となりました。　　

　

以上の結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は448百万円となり、第２

四半期連結会計期間末と比べ78百万円の増加となりました。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000

計 70,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,120 20,120
大阪証券取引所
（市場第二部）

（注）

計 20,120 20,120 ― ―

（注）権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式です。なお、単元株制度は採用しておりません。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。
　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。
　
(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 平成22年12月31日 ― 20,120 ― 578,800 ― 317,760

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。　

EDINET提出書類

株式会社誠建設工業(E04049)

四半期報告書

10/28



　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式  20,120 20,120
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 20,120 ― ―

総株主の議決権 ― 20,120 ―

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 65,50064,50049,40048,00047,45046,45046,00051,80059,100

最低(円) 45,00044,20045,10044,50043,00043,50043,10044,30051,000

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 687,688

※2
 1,094,875

受取手形・完成工事未収入金 503,695 332,022

販売用不動産 ※2
 1,051,155

※2
 1,133,928

仕掛販売用不動産 ※2
 2,052,731

※2
 1,709,000

未成工事支出金 142,579 134,549

その他 63,432 62,065

貸倒引当金 △7,380 △4,308

流動資産合計 4,493,902 4,462,133

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※2
 197,098

※1, ※2
 210,620

土地 ※2
 476,776

※2
 476,776

その他（純額） ※1
 4,800

※1
 6,377

有形固定資産合計 678,675 693,774

無形固定資産

のれん 11,153 11,740

電話加入権 127 127

無形固定資産合計 11,281 11,868

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 217,102

※2
 226,347

その他 100,832 115,297

貸倒引当金 △4,331 △4,485

投資その他の資産合計 313,603 337,159

固定資産合計 1,003,560 1,042,801

資産合計 5,497,463 5,504,935

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 ※4
 478,833 359,423

短期借入金 ※2
 706,700

※2
 725,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 854,370

※2
 1,069,730

1年内償還予定の社債 215,200 280,200

未払法人税等 24,517 64,663

賞与引当金 1,457 6,546

完成工事補償引当金 2,381 2,127

その他 96,482 69,541

流動負債合計 2,379,942 2,577,232

固定負債

社債 463,600 422,800

長期借入金 ※2
 365,648

※2
 210,158

固定負債合計 829,248 632,958

負債合計 3,209,190 3,210,190
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 578,800 578,800

資本剰余金 317,760 317,760

利益剰余金 1,418,095 1,463,841

株主資本合計 2,314,655 2,360,401

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △26,383 △65,656

評価・換算差額等合計 △26,383 △65,656

純資産合計 2,288,272 2,294,745

負債純資産合計 5,497,463 5,504,935
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 2,756,137 3,322,778

売上原価 2,404,870 2,789,624

売上総利益 351,267 533,153

販売費及び一般管理費

役員報酬 36,594 37,186

給料及び手当 77,264 77,302

賞与引当金繰入額 923 686

法定福利費 16,311 15,804

販売手数料 17,118 27,937

広告宣伝費 37,453 40,927

租税公課 33,705 36,492

支払手数料 59,941 55,663

減価償却費 14,269 13,615

のれん償却額 587 587

その他 34,186 39,121

販売費及び一般管理費合計 328,355 345,326

営業利益 22,912 187,827

営業外収益

受取利息 620 586

受取配当金 6,287 3,276

受取賃貸料 13,543 13,927

雑収入 2,660 1,814

営業外収益合計 23,112 19,604

営業外費用

支払利息 38,032 38,244

支払保証料 5,720 3,958

雑支出 7,803 6,566

営業外費用合計 51,556 48,769

経常利益又は経常損失（△） △5,531 158,662

特別損失

投資有価証券評価損 － 92,302

特別損失合計 － 92,302

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△5,531 66,360

法人税、住民税及び事業税 2,301 55,913

法人税等調整額 △2,125 5,893

法人税等合計 175 61,806

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,554

少数株主利益 － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △5,707 4,554
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 1,116,365 1,104,952

売上原価 950,087 944,629

売上総利益 166,277 160,322

販売費及び一般管理費

役員報酬 12,198 12,395

給料及び手当 25,415 24,791

賞与引当金繰入額 923 686

法定福利費 5,452 4,747

販売手数料 9,718 10,290

広告宣伝費 13,787 12,914

租税公課 15,063 11,644

支払手数料 22,934 16,314

減価償却費 4,403 4,637

のれん償却額 195 195

その他 10,980 15,846

販売費及び一般管理費合計 121,074 114,464

営業利益 45,203 45,858

営業外収益

受取利息 36 68

受取配当金 1,276 0

受取賃貸料 4,705 4,516

雑収入 402 365

営業外収益合計 6,420 4,949

営業外費用

支払利息 13,385 12,546

支払保証料 1,848 1,280

雑支出 5,651 3,969

営業外費用合計 20,885 17,796

経常利益 30,738 33,012

特別損失

投資有価証券評価損 － 59,774

特別損失合計 － 59,774

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

30,738 △26,762

法人税、住民税及び事業税 △819 11,863

法人税等調整額 16,084 844

法人税等合計 15,265 12,707

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △39,469

少数株主利益 － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 15,473 △39,469
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△5,531 66,360

減価償却費 18,535 18,027

のれん償却額 587 587

社債発行費 4,031 2,692

貸倒引当金の増減額（△は減少） 589 2,918

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,230 △5,088

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △94 253

受取利息及び受取配当金 △6,908 △3,862

支払利息 38,032 38,244

投資有価証券評価損益（△は益） － 92,302

売上債権の増減額（△は増加） 48,800 △171,673

たな卸資産の増減額（△は増加） △817,302 △268,988

仕入債務の増減額（△は減少） 86,891 119,409

前渡金の増減額（△は増加） 11,600 △8,813

前受金の増減額（△は減少） 5,450 5,300

未成工事受入金の増減額（△は減少） △2,400 30,600

その他 △15,131 △11,420

小計 △638,079 △93,152

利息及び配当金の受取額 6,908 3,862

利息の支払額 △37,092 △35,388

法人税等の支払額 △46,453 △94,632

営業活動によるキャッシュ・フロー △714,717 △219,309

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △96,056 △22,902

定期預金の払戻による収入 102,133 －

投資有価証券の取得による支出 △13,142 △20,150

有形固定資産の取得による支出 △654 △2,929

保険積立金の積立による支出 △504 △794

長期貸付金の回収による収入 443 412

差入保証金の差入による支出 △10 △10

その他 △9,550 3,320

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,339 △43,053

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 44,291 △18,300

長期借入れによる収入 977,000 393,000

長期借入金の返済による支出 △253,752 △452,870

社債の発行による収入 295,968 197,307

社債の償還による支出 △386,000 △224,200

配当金の支払額 △36,168 △50,151

財務活動によるキャッシュ・フロー 641,338 △155,213

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △90,718 △417,576

現金及び現金同等物の期首残高 646,906 865,647

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 556,188

※1
 448,070
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

　会計処理の原則及び手続の変更

　「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31

日）を適用しております。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

　
　
【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　
当第３四半期連結会計期間

(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第３四半期連結会計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純損失(△)」の科目を表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末 

(平成22年12月31日)
前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 198,822千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 　 180,794千円

　 　

※２　担保提供資産及び対応債務
　　　　担保に供している資産及びこれに対応する債
　　　務は、次のとおりです。 
　　(イ)担保に供している資産

　 　　現金及び預金 37,250千円

　 　　販売用不動産 313,656　

　 　　仕掛販売用不動産 1,478,630　

　 　　建物及び構築物 166,141　

　 　　土地 408,661　

　 　　投資有価証券 91,807　

　 　　計 2,496,148　

※２　担保提供資産及び対応債務
　　　　担保に供している資産及びこれに対応する債
　　　務は、次のとおりです。
　　(イ)担保に供している資産

　 　　現金及び預金 37,236千円

　 　　販売用不動産 394,621　

　 　　仕掛販売用不動産 1,348,888　

　 　　建物及び構築物 180,235　

　 　　土地 408,661　

　 　　投資有価証券 107,307　

　 　　計 2,476,950　
　

　 　

　　(ロ)上記に対応する債務　

　 　 短期借入金 706,700千円

　 　 １年内返済予定の
807,810

　

　 　 長期借入金 　

　 　 長期借入金 251,308　

　 　 計 1,765,818　

　 　 　 　

　　(ロ)上記に対応する債務

　 　 短期借入金 674,800千円

　 　 １年内返済予定の
1,029,170

　

　 　 長期借入金 　

　 　 長期借入金 91,278　

　 　 計 1,795,248　
 

　３　受取手形裏書譲渡高
　 304,784千円
　

　

　３　受取手形裏書譲渡高

　 　 328,966千円
　

　

※４　第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理 　　　 　　　　　　　　―――

　　　については、手形交換日をもって決済処理してお 　

　　　ります。 　

　　　　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機 　

　　　関の休日であったため、次の当第３四半期連結会 　

　　　計期間末日満期手形が当第３四半期連結会計期間 　

　　　末残高に含まれております。 　
　　 　  支払手形　 　              70,280　千円　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　   (平成21年12月31日)　　

現金及び預金 785,336千円

預入期間が３か月超の定期預金 △229,148　
現金及び現金同等物 556,188　

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結 

　貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　(平成22年12月31日)

現金及び預金 687,688千円

預入期間が３か月超の定期預金 △239,617　
現金及び現金同等物 448,070　
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日

　至　平成22年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 20,120

　
２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 50,300 2,500平成22年３月31日 平成22年６月28日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

　　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至 平成21年12月31日)

全セグメントの売上高及び営業利益の合計額に占める「戸建分譲住宅事業」の割合がいずれも90％を

超えているため、記載を省略しております。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

全セグメントの売上高及び営業利益の合計額に占める「戸建分譲住宅事業」の割合がいずれも90％を

超えているため、記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至 平成21年12月31日)

　　　在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　　  海外に対する売上高がないため、該当事項はありません。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

　　　海外に対する売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。
　

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

　当社グループは、営業部門ごとに取り扱う商品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。

　したがって、当社グループは、営業部門を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されており、

建売住宅事業、請負住宅事業（総称して戸建分譲住宅事業）及び不動産仲介事業の３つを報告セグメント

としております。

　「建売住宅事業」は、主に堺市を中心として建売住宅の販売を行っております。

　「請負住宅事業」は、不動産業者からの「請負住宅」、一般顧客からの「注文住宅・リフォーム」を行っ

ております。

　「不動産仲介事業」は、主として親会社である当社の建築した建売住宅の販売仲介業務を行っておりま

す。
　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

戸建分譲住宅事業 　
不動産　　仲
介事業

合計建売住宅  
事業

請負住宅  
事業

小計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,278,875988,8163,267,69155,0863,322,778― 3,322,778

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 162,954162,95431,686194,640△194,640 ―

計 2,278,8751,151,7703,430,64586,7733,517,419△194,6403,322,778

セグメント利益 320,119163,869483,98986,773570,763△37,609533,153

（注）１．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

　

当第３四半期連結会計期間(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

戸建分譲住宅事業 　
不動産　　仲
介事業

合計建売住宅  
事業

請負住宅  
事業

小計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 650,197440,9841,091,18213,7701,104,952― 1,104,952

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 87,50187,5015,39492,895△92,895 ―

計 650,197528,4861,178,68319,1641,197,847△92,8951,104,952

セグメント利益 74,84179,418154,25919,164173,424△13,101160,322

（注）１．セグメント利益の調整額は、主にセグメント間取引消去であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。
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３  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動が認められません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産

当第３期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 113,731.22円
　

　 　

　 114,052.94円
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,288,272 2,294,745

普通株式に係る純資産額(千円) 2,288,272 2,294,745

差額の主な内訳 ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 20,120 20,120

普通株式の自己株式数(株) ― ―

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

20,120 20,120

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31)

１株当たり四半期純損失 △283.65円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　円
　

１株当たり四半期純利益 226.35円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　円

　

(注)　１.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第３四半期連結累計期間は、潜在株式が存在しな

　 いため記載しておりません。 

　　 また、前第３四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在しないた

   め記載しておりません。

２.　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半
期純損失(△)(千円)

△5,707 4,554

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

△5,707 4,554

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 20,120 20,120
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益 769.04円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　円
　

１株当たり四半期純損失 △1,961.73円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　円
　

(注)  １.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第３四半期連結会計期間は、１株当たり四半期純損

失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　また、前第３四半期連結会計期間については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半期純
損失(△)(千円)

15,473 △39,469

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△)(千
円)(千円)

15,473 △39,469

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 20,120 20,120

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成22年２月10日

株式会社誠建設工業

取締役会　御中

　

  新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　伊　藤　嘉　章　 　　　印

業務執行社員 　

　

　指定有限責任社員 　
公認会計士　　豊　原　弘　行　　 　　印

　業務執行社員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社誠建設工業の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社誠建設工業及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
　

（注）１.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報

 　　告書提出会社が別途保管しております。

 ２． 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成23年２月10日

株式会社誠建設工業

取締役会　御中

　

  新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　荒 井 憲 一 郎　 　　　印

業務執行社員 　

　

　指定有限責任社員 　
公認会計士　　豊　原　弘　行　　 　　印

　業務執行社員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社誠建設工業の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社誠建設工業及び連結子会社の平成22

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
　

（注）１.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報

 　　告書提出会社が別途保管しております。

 ２． 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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